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23年度 24年度 25年度 1,910,995 1,910,995 1,738,480 1,738,480

1 総
庁舎維持管理事
務

庁舎を適切に維持管理す
る

利用者

定
例
定
型

光熱水費の
使用量の削
減率（２１
年度比）

２％ ３％ ４％ 177,547 24%

23年度は、東北地
方太平洋沖地震の発
生に伴い、蛍光灯の
間引き・計画停電・
冷房の輪番運転等を
行い、大幅な削減が
できました

Ａ

光熱水費の使
用量の削減率
（２１年度
比）

３％ 198,030

業
務
計
画

未 高 高 高
現状維

持
なし

維
持

用地管財課

目標値

②
ニ
ー

ズ

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

活動ごとの
予算額

今後の事業展開

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

必要性予算内訳（千円）

事業の
方向性活動

業務
計画

目標値

決算内訳（千円）

当該事務事業
全体の決算額

（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

23年度
の取組
に対す
る分析

財産を適正に管理する

目標値

活動ごとの
決算額

当該事務事業
全体の予算額

（合計）

活動量・サービス量
②
直
営
の

必
要
性

①
人
件
費
減

活動
③
成
果

事務事業の
目的・成果

用地管財課

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業

課かい名

基礎情報

施策目標

指標・目標

名称

平成２３年度評価

実績値

改善の内容

改善
時期
（年
度）

④
市
民
協
働

活動量・サービス量の達成状況
⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

平成２４年度計画

事業の改善提案

実績

活動

活動指標の名称

活動対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

事後評価

事業の指
標の達成

状況

活動指標の名称

できました。

1
庁舎維持管理事
務

清掃、警備、
総合管理、保
守点検等の業
務

維持管理業務
数

２５事業 ２０事業 119,475

清掃、警備、
総合管理、保
守点検等の業
務

維持管理業務
数

２５事業 123,694

業
務
計
画

可
必
要

済
不
可

無 有り

27
以
降

新庁舎建設に向けて庁
舎の維持管理を含めた
中で担当課と総合的に
検討を行います。

維
持

1
庁舎維持管理事
務

庁舎の修理及
び工事

修理・工事箇
所数

７０箇所 ５０箇所 9,924
庁舎の修理及
び工事

修理・工事箇
所数

７０箇所 7,990 可
必
要

済
不
可

無 有り

27
以
降

新庁舎建設に向けて庁
舎の維持管理を含めた
中で担当課と総合的に
検討を行います。

維
持

1
庁舎維持管理事
務

庁舎内の光熱
水費の削減

光熱水費の使
用量の削減率
（２１年度
比）

２％ ２４％ 47,190
庁舎内の光熱
水費の削減

光熱水費の使
用量の削減率
（２１年度
比）

15％ 59,492

業
務
計
画

不
可

必
要

済
不
可

無 なし
維
持

1
庁舎維持管理事
務

庁舎の修理及
び工事・管理

設置・修理・
工事箇所数

１箇所 １箇所 868
修理・工事箇
所数

修理・工事箇
所数

３ 6,854

業
務
計
画

可
必
要

済
不
可

無 有り

27
以
降

新庁舎建設に向けて庁
舎の維持管理を含めた
中で担当課と総合的に
検討を行います。

維
持

1
庁舎維持管理事
務

庁舎維持管理
設置・修理・
工事箇所数

１箇所 １箇所 90

2 総
仮設庁舎維持管
理事務

本庁１階、２階事務室等
について本庁舎外への一
時避難及び本庁舎各階の
荷重を低減する。

全市民
及び関
係各課

定
型
定
例

維持管理期
間

２４年３月 ２５年３月 ２６年４月 5,305
２４年３
月

仮設庁舎の賃借料の
支払及び維持管理を
適切に行いました。

Ａ 維持管理期間
２５年３
月

5,306 未 高 高 高
現状維

持
なし

維
持

2
仮設庁舎維持管
理事務

仮設庁舎の維
持管理

維持管理期間
２４年３
月

２４年３
月

5,305
仮設庁舎の維
持管理

維持管理期間
２５年３
月

5,306
不
可

必
要

済
不
可

無 なし
維
持

3 総
市民総合賠償保
険及び建物損害
保険事務

的確かつ迅速に加入手続
きを行う。

利用者

定
例
定
型

契約件数 ２件 ２件 ２件 1,997 ２件
保険加入及び保険請
求手続き事務を適切
に行いました。

Ａ 契約件数 ２件 2,001 未 高 高 高
現状維

持
維
持

3

市民総合賠償保
険及び建物損害
保険事務

保険加入及び
保険請求の手
続

契約件数 ２件 ２件 1,997
保険加入及び
保険請求の手
続

契約件数 ２件 2,001
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
維
持

4 総
庁舎使用許可事
務

的確かつ迅速に処理を行
う。

使用申
請者

定
例
定
型

使用許可件
数

１００件 １００件 １００件 ２８件

庁舎の使用許可申請
の受付及び使用許可
書の交付事務を適切
に行いました。

Ａ 使用許可件数 １００件 未 高 高 高
現状維

持
なし

予
算
な
し

庁舎使用許可事 庁舎使用許可 受付事務 適 庁舎使用許可 受付事務 適

そ
の

予

4
庁舎使用許可事
務

庁舎使用許可
申請の受付

受付事務の適
正処理率

１００％ １００％
庁舎使用許可
申請の受付

受付事務の適
正処理率

１００％
不
可

必
要

の
他
不
可

不
可

無 なし
算
な
し

4
庁舎使用許可事
務

許可証の交付
使用許可証の
交付件数

１００件 ２８件 許可証の交付
使用許可証の
交付件数

１００件
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

5 総
総合防災訓練事
務

災害に対する意識の高揚
及び自衛消防隊としての
各職員の役割を認識す
る。

庁内

定
例
定
型

訓練実施回
数

年２回 年２回 年２回 年２回

消防法の規定に基づ
き、訓練を実施しま
した。東北地方太平
洋沖地震の発生に伴
い、より実践的訓練
となりました。

Ａ 訓練実施回数 年２回 未 高 高 高
現状維

持
なし

予
算
な
し

5
総合防災訓練事
務

避難訓練・消
防訓練の実施

訓練実施回数 年２回 年２回
避難訓練・消
防訓練の実施

訓練実施回数 年２回
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

6 総 会議室貸出事務
会議室を適切に貸し出
す。

庁内

定
例
定
型

年度優先使
用調整回数

年１回 年１回 年１回 年１回

事務室移転に伴い、
会議室の貸出枠の減
少がありましたが適
切に事務を行いまし
た。

Ａ 年度優先使用
調整回数

年１回 未 高 高 高
現状維

持
なし

予
算
な
し

6 会議室貸出事務
会議室の年度
優先使用の調

年度優先使用
調整回数

年１回 年１回
会議室の年度
優先使用の調

年度優先使用
調整回数

年１回
不
可

必
要

そ
の
他

不
可

無 なし

予
算
な
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③
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目的・成果

用地管財課

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業

課かい名

基礎情報

施策目標

指標・目標
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6 会議室貸出事務
会議室予約シ
ステムに入力
事務

会議室予約シ
ステムに入力
件数

3,000件 3,240件
会議室予約シ
ステムに入力
事務

会議室予約シ
ステムに入力
件数

3,000件
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

定 電話をかけてきた方 開庁時間内
7 総 電話交換事務

的確かつ迅速に交換業務
を行う。

市民・
職員

定
例
定
型

開庁時間内
の電話交換
体制人数

４人 ４人 ４人 4,064 ４人

電話をかけてきた方
の要件毎に迅速かつ
適切に電話交換を行
いました。

Ａ
開庁時間内の
電話交換体制
人数

４人 5,233 未 高 高 高
現状維

持
有り

維
持

7 電話交換事務
開庁時間内の
電話交換

電話交換体制
人数

4人 4人 4,064
開庁時間内の
電話交換

電話交換体制
人数

５人 5,233 可
必
要

可
不
可

無 有り

27
以
降

電話交換業務について
は、ダイヤル・インの
導入やＩＰ電話等の導
入を含めた調査検討を
行います。

維
持

7 電話交換事務
閉庁時間内の
電話交換

電話対応人数 １人 １人
閉庁時間内の
電話交換

電話対応人数 １人
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
維
持

8 総
電話施設管理事
務

電話設備を適切に管理す
る。

庁内

定
例
定
型

保守点検回
数

１２回 １２回 １２回 1,431 １２回

電話設備について
は、日常業務の使用
に支障が出ないよう
に修理・保守点検を
適切に行いました。

Ａ 保守点検回数 １２回 1,418 未 高 高 高
現状維

持
有り

維
持

8
電話施設管理事
務

電話交換設備
及び庁内電話
設備の保守委
託業務

保守点検回数 １２回 １２回 1,418

電話交換設備
及び庁内電話
設備の保守委
託業務

保守点検回数 １２回 1,418
更
可

不
要

済
不
可

無 有り

27
以
降

新庁舎建設に向けて庁
舎の維持管理を含めた
中で担当課と総合的に
検討を行います。

維
持

8
電話施設管理事 庁内電話設備 修理・工事箇 必要に応

８件
庁内電話設備 修理・工事箇 必要に応 更 不

済
不

無 有り

27
以

新庁舎建設に向けて庁
舎の維持管理を含めた 維

8
務 の修理・工事 所数 じた回数

８件
の修理・工事 所数 じた回数 可 要

済
可

無 有り 以
降

中で担当課と総合的に
検討を行います。

持

8
電話施設管理事
務

庁内電話設備
の修理・工事

修理・工事箇
所数

必要に応
じた回数

１件 13

9 総
市有財産維持管
理事務

普通財産の効率的な維持
管理を行う。

借受申
請者

定
例
定
型

適切な維持
管理のため
の保険事務
処理率

１００％ １００％ １００％ 4,324 １００％

市有財産の保険事
務、台帳管理事務及
び草刈り業務委託等
を適切に行いまし
た。

Ａ
適切な維持管
理のための保
険事務処理率

１００％ 4,276 未 高 高 高
現状維

持
なし

維
持

9
市有財産維持管
理事務

市有財産の定
期的な維持管
理等

適切な維持管
理のための保
険事務処理率

１００％ １００％ 3,999

市有財産の定
期的な維持管
理等

適切な維持管
理のための保
険事務処理率

１００％ 3,956
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
維
持

9
市有財産維持管
理事務

市有財産の草
刈り等の日常
業務

日常の管理の
箇所数

３箇所 ３箇所 325
市有財産の草
刈り等の日常
業務

日常の管理の
箇所数

３箇所 320
不
可

必
要

済
不
可

無 なし
維
持

9
市有財産維持管
理事務

年度更新し最
新の台帳を整
備

平成２２年度
台帳の整備期
限

平成２３
年６月

平成２３
年６月

年度更新し最
新の台帳を整
備

平成２３年度
台帳の整備期
限

平成２４
年６月

不
可

必
要

そ
の
他
不

不
可

無 なし
維
持

備 限 備 限
可

10 総
普通財産の貸付
に関する事務

申請について、的確かつ
迅速に処理を行う。

使用申
請者

定
例
定
型

申請件数 １０件 １０件 １０件 ２４件

普通財産を東京電力
の電柱及び支線設
置、市の工事に伴う
現場事務所・工事用
車両駐車場等に貸付
を行いました。

Ａ 申請件数 １０件 未 高 高 高
現状維

持
なし

予
算
な
し

10
普通財産の貸付
に関する事務

普通財産の貸
付申請受付

申請件数 １０件 ２４件
普通財産の貸
付申請受付

申請件数 １０件

予
算
な
し

11 総
市有財産台帳整
備事務

市有財産台帳の整備 外部
政
策

評価件数 １９００件 １９００件 １９００件
１８７１

件

公会計制度に伴うシ
ステム導入の検討を
行い予算要求を行っ
たが先送りとなりま
した。

Ｃ 評価件数
１９００
件

業
務
計
画

未 高 高 高 拡大 有り

予
算
な
し

11
市有財産台帳整
備事務

市有財産の評
価

評価件数
１９００
件

１８７１
件

市有財産の評
価

評価件数
１９００
件

業
務
計
画

不
可

必
要

可
不
可

無 有り 25

公有財産台帳システ
ム構築を計画し市有
財産の適正管理と共
に、公会計改革に伴
う財産評価に対応し
ます。

予
算
な
し

12 総
行政財産の使用
許可に係る事務

申請について、的確かつ
迅速に処理を行う。

使用申
請者

定
例
定
型

申請件数 ３０件 ３０件 ３０件 １３件

市民の市施設の利便
性を考慮した売店及
び庁舎のエレベー
ター広告事業を実施
しました。

Ａ 申請件数 ３０件

業
務
計
画

未 高 高 高
現状維

持
なし

予
算
な
し
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人
件
費
減

活動
③
成
果

事務事業の
目的・成果

用地管財課

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業

課かい名

基礎情報

施策目標

指標・目標

名称

平成２３年度評価

実績値

改善の内容

改善
時期
（年
度）

④
市
民
協
働

活動量・サービス量の達成状況
⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

平成２４年度計画

事業の改善提案

実績

活動

活動指標の名称

活動対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

事後評価

事業の指
標の達成

状況

活動指標の名称

12
行政財産の使用
許可に係る事務

行政財産の使
用許可

使用許可件数 １２件 １３件
行政財産の使
用許可

使用許可件数 １２件

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

広告掲出に係 広告掲出に係 業
そ

予

12
行政財産の使用
許可に係る事務

広告掲出に係
る行政財産の
使用許可

使用許可件数 １８件 １１件
広告掲出に係
る行政財産の
使用許可

使用許可件数 １８件

業
務
計
画

不
可

必
要

の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

13 総
不動産評価委員
会に係る事務

附属機関設置条例に基づ
き、普通財産処分にあた
り、市長の諮問に応じて
調査審議し、その結果を
答申するもの。

評価委
員６名

定
例
定
型

委員会開催
回数

４回 ４回 ４回 300 ５回

市有地売却に伴い、
不動産評価委員会を
開催し、その適正な
価額の答申を受けま
した。

Ａ 委員会開催回
数

４回 240 未 高 高 高
現状維

持
なし

維
持

13
不動産評価委員
会に係る事務

不動産評価委
員会の開催

会議の開催回
数

４回 ５回 300
不動産評価委
員会の開催

会議の開催回
数

４回 240
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
維
持

14 総
市有財産取得、
交換譲渡、処分
事務

適切に契約を行う。
交換申
請者

定
例
定
型

売り払い収
入

２０００万
円

２０００万
円

２０００万
円

456
３６０１

万円

市有財産を交換（７
件）、売却（１２
件）、売買及び交換
に伴う測量(２件）
を行いました。

Ａ 売り払い収入
２０００
万円

1,100

業
務
計
画

未 高 高 高
現状維

持
なし

維
持

14

市有財産取得、
交換譲渡、処分
事務

市有財産の交
換契約の締結
業務

適切な交換契
約の締結割合

１００％ １００％
市有財産の交
換契約の締結
業務

適切な交換契
約の締結割合

１００％

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
維
持

14

市有財産取得、
交換譲渡 処分

財産売払収入
売り払い収入

２０００ ３６０１ 財産売払収入
売り払い収入

２０００
業
務 不 必

そ
の
他

不
無 なし

維
14 交換譲渡、処分

事務
に係る事務

売り払い収入
万円 万円 に係る事務

売り払い収入
万円 計

画
可 要

他
不
可

可
無 なし

持

14

市有財産取得、
交換譲渡、処分
事務

市有財産の売
買時におる不
動産鑑定、測
量（委託）

不動産鑑定物
件数、測量件
数

５件 ２件 456

市有財産の売
買時におる不
動産鑑定、測
量（委託）

不動産鑑定物
件数、測量件
数

５件 1,100

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
維
持

15 総 嘱託登記事務
嘱託登記を的確かつ迅速
に処理する。

庁内

定
例
定
型

処理件数 ９５件 ９５件 ９５件 １４６件

各課依頼の嘱託登記
事務（所有権移転、
地目変更、地積更正
等）を適切に行いま
した。

Ａ 処理件数 ９５件 未 高 高 高
現状維

持
なし

予
算
な
し

15 嘱託登記事務
各課依頼によ
る嘱託登記の
申請

嘱託登記の処
理

９５件 １４６件
各課依頼によ
る嘱託登記の
申請

嘱託登記の処
理

１００件
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

16 総 備品の管理事務
市で所有する備品の適切
な管理を行う。

庁内

定
例
定
型

備品の適切
な管理

１００％ １００％ １００％ １００％

会計課から送付され
る物品処分書を基に
備品台帳の事務処理
を適切みに行いまし
た。

Ａ 備品の適切な
管理

１００％ 未 高 高 高
現状維

持
なし

予
算
な
し

16 備品の管理事務
会計課から送
付される備品
台帳の管理

備品の適切な
管理

１００％ １００％
会計課から送
付される備品
台帳の管理

備品の適切な
管理

１００％
不
可

必
要

可
不
可

無 有り 24

インターネット公有
財産売却で不用に
なった備品の売却を
図ってまいります

予
算
な
し台帳の管理 台帳の管理 図ってまいります。 し

17 総
共用庁用自動車
及び自転車管理
事務

車両の適法・適切な運用
のため、各種保険に加入
するとともに、重量税の
支払いを行う。

庁内

定
例
定
型

燃料使用量
の削減（２
１年度比）

２％ ２％ ２％ 28,043 1.20%

燃料使用量削減につ
いて、ガソリンにお
いては目標を達成し
たが、軽油において
は、目標を達成でき
せんでした。

Ｂ
燃料使用量の
削減（２１年
度比）

２％ 32,270 未 高 高 高
現状維

持
なし

維
持

17

共用庁用自動車
及び自転車管理
事務

自賠責保険・
任意保険の加
入及び重量税
等の支払い業
務

加入及び支払
事務の適正処
理率

１００％ １００％ 13,979

自賠責保険・
任意保険の加
入及び重量税
等の支払い業
務

加入及び支払
事務の適正処
理率

１００％ 14,011
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
維
持

17

共用庁用自動車
及び自転車管理
事務

自動車運転員
による共用自
動車の運転業
務

安全運転講習
の実施

１回 １回 4,214

自動車運転員
による共用自
動車の運転業
務

安全運転講習
の実施

１回 3,757
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
維
持

17

共用庁用自動車
及び自転車管理
事務

自動車及び自
転車の配車シ
ステム及び紙
台帳による貸
出業務

配車システム
及び紙台帳の
適正な管理の
実施率

１００％ １００％ 1,648

自動車及び自
転車の配車シ
ステム及び紙
台帳による貸
出業務

配車システム
及び紙台帳の
適正な管理の
実施率

１００％ 1,756
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
維
持

17

共用庁用自動車
及び自転車管理
事務

車両の車検等
の手続き及び
日常の修理点
検業務

車検及び点検
等の実施率

１００％ １００％ 3,483

車両の車検等
の手続き及び
日常の修理点
検業務

車検及び点検
等の実施率

１００％ 7,902
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
維
持



業務棚卸評価シート 4/6

23年度 24年度 25年度 1,910,995 1,910,995 1,738,480 1,738,480

用地管財課

目標値

②
ニ
ー

ズ

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

活動ごとの
予算額

今後の事業展開

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

必要性予算内訳（千円）

事業の
方向性活動

業務
計画

目標値

決算内訳（千円）

当該事務事業
全体の決算額

（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

23年度
の取組
に対す
る分析

財産を適正に管理する

目標値

活動ごとの
決算額

当該事務事業
全体の予算額

（合計）

活動量・サービス量
②
直
営
の

必
要
性

①
人
件
費
減

活動
③
成
果

事務事業の
目的・成果

用地管財課

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業

課かい名

基礎情報

施策目標

指標・目標

名称

平成２３年度評価

実績値

改善の内容

改善
時期
（年
度）

④
市
民
協
働

活動量・サービス量の達成状況
⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

平成２４年度計画

事業の改善提案

実績

活動

活動指標の名称

活動対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

事後評価

事業の指
標の達成

状況

活動指標の名称

17

共用庁用自動車
及び自転車管理
事務

自動車台帳の
整備

整理業務の適
正処理率

１００％ １００％
自動車台帳の
整備

整理業務の適
正処理率

１００％
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
維
持

共 庁 自動車 運転によ ％ 運転によ ％
そ

17

共用庁用自動車
及び自転車管理
事務

エコ運転の実
施

エコ運転によ
る燃料使用量
の削減

２％　
（２１年
度比）

１．２％ 4,719
エコ運転の実
施

エコ運転によ
る燃料使用量
の削減

２％　
（２１年
度比）

4,844
不
可

必
要

の
他
不
可

不
可

無 なし
維
持

18 総
自動車事故処理
及び賠償額の調
整に関する事務

自動車事故に対する迅速
な処理

庁内

定
例
定
型

自動車事故
の適切な処
理事務の実
施率

１００％ １００％ １００％ 0 １００％

車両の事故処理につ
いては、保険の請求
等を適切に行いまし
た。

Ａ
自動車事故の
適切な処理事
務の実施率

１００％ 100 未 高 高 高
現状維

持
なし

維
持

18

自動車事故処理
及び賠償額の調
整に関する事務

自動車事故の
処理業務

適切な処理業
務の実施率

１００％ １００％ 0
自動車事故の
処理業務

適切な処理業
務の実施率

１００％ 100
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
維
持

19 総
農協ビル管理事
務

さがみ農協茅ヶ崎支部建
物の２階、３階の一部を
借り上げしていて、その
農協との賃貸契約に係る
事務

利用者

定
例
定
型

変更契約時
又は契約更
新時におけ
る適切な契
約の実施率

１００％ １００％ １００％ １００％

２３年度末で貸付期
間が終了となるた
め、契約更新事務を
適切に行いました。

Ａ

変更契約時又
は契約更新時
における適切
な契約の実施
率

１００％ 未 高 高 高
現状維

持
なし

予
算
な
し

19
農協ビル管理事
務

相手方との賃
貸契約

変更契約時又
は契約更新時
における適切
な契約の実施
率

１００％ １００％
相手方との賃
貸契約

変更契約時又
は契約更新時
における適切
な契約の実施
率

１００％
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし 26

農協ビルの使用主管
課（福祉総務課・高
齢福祉介護課）への
事務引継を検討しま
す。

予
算
な
し

市民窓
口セン

20 総
ネスパ茅ヶ崎ビ
ル維持管理事務

ビルの適切な維持管理を
行う。

ター及
び市民
ギャラ
リーを
使用す
る者

定
例
定
型

ビル管理委
託可能日数

３６５日 ３６６日 ３６５日 13,954 ３６６日
共有者と調整を図
り、維持管理を適切
に行いました。

Ａ ビル管理委託
可能日数

３６５日 15,091 未 高 高 高
現状維

持
なし

維
持

20
ネスパ茅ヶ崎ビ
ル維持管理事務

ビル管理の委
託及び修繕等
の業務

業務の適正実
施率

１００％ １００％ 13,954
ビル管理の委
託及び修繕等
の業務

業務の適正実
施率

１００％ 15,091
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
維
持

21 総
コミュニティ
ホール管理事務

使用の際の準備や鍵の開
け閉め、備品の管理など
を委託するもの。

利用者

定
例
定
型

使用承認件
数

７００件 ７００件 ７００件 6,689 ５９３件

コミュニティホール
使用申請、使用承認
及び維持管理を適切
に行いました。

Ａ 使用承認件数 ７００件 7,442 未 高 高 高
現状維

持
なし

維
持

21
コミュニティ
ホール管理事務

コミュニティ
ホールの使用
申請の受付

受付事務の適
正処理率

１００％ １００％
コミュニティ
ホールの使用
申請の受付

受付事務の適
正処理率

１００％ 可
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 有り 25
再任用職員雇用によ
り、事業の充実を図
ります。

維
持

21
コミュニティ
ホール管理事務

コミュニティ
ホールの使用
承認

使用承認の件
数

７００件 ５９３件 617
コミュニティ
ホールの使用
承認

使用承認の件
数

５８０件 912 可
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 有り 25
再任用職員雇用によ
り、事業の充実を図
ります。

維
持

21
コミュニティ
ホール管理事務

コミュニティ
ホールの管理
及び設備保守
の委託

管理及び保守
委託業務の実
施率

１００％ １００％ 6,072

コミュニティ
ホールの管理
及び設備保守
の委託

管理及び保守
委託業務の実
施率

１００％ 6,530
不
可

必
要

済
不
可

無 なし
維
持

22 総
信託ビルの維持
管理事務

土地信託を有効かつ適切
に行うため、ビル管理に
ついて受託者と協議す
る。

利用者

定
例
定
型

支払事務の
適正処理率

１００％ １００％ １００％ 10,022 １００％

信託ビルの維持管理
に伴い、受託者の請
求に基づき、共用部
分の負担金を精査
し、適切に執行しま
した。

Ａ 支払事務の適
正処理率

１００％ 10,199 未 高 高 高
現状維

持
なし

維
持

22
信託ビルの維持
管理事務

受託者との協
議、市有部分
ビル共益費及
び管理委託料
の支払い、信
託に関する業

支払事務の適
正処理率

１００％ １００％ 10,022

受託者との協
議、市有部分
ビル共益費及
び管理委託料
の支払い、信
託に関する業

支払事務の適
正処理率

１００％ 10,199 可
必
要

済
不
可

無 なし 25
再任用職員雇用によ
り、事業の充実を図
ります。

維
持

23 総
財政調整基金管
理事務

財政調整基金を適正に管
理する。

職員

定
例
定
型

会計伝票の
適正処理率

１００％ １００％ １００％ 14,677 １００％

財政調整基金の積
立、繰替運用や利子
収入等の伝票処理を
適切に執行しまし
た。

Ａ 会計伝票の適
正処理率

１００％ 12,400 未 高 高 高
現状維

持
なし

維
持

23
財政調整基金管
理事務

財政調整基金
の取り崩し、
積立、利子収
入の会計事務

会計伝票の適
正処理率

１００％ １００％ 14,677

財政調整基金
の取り崩し、
積立、利子収
入の会計事務

会計伝票の適
正処理率

１００％ 12,400
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
維
持

公共用地先行取
得事業特別会計

定
支出に係る

特別会計繰出金に係
る事務を適切に処理 支出に係る事

維 維
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23年度 24年度 25年度 1,910,995 1,910,995 1,738,480 1,738,480

用地管財課

目標値

②
ニ
ー

ズ

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

活動ごとの
予算額

今後の事業展開

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

必要性予算内訳（千円）

事業の
方向性活動

業務
計画

目標値

決算内訳（千円）

当該事務事業
全体の決算額

（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

23年度
の取組
に対す
る分析

財産を適正に管理する

目標値

活動ごとの
決算額

当該事務事業
全体の予算額

（合計）

活動量・サービス量
②
直
営
の

必
要
性

①
人
件
費
減

活動
③
成
果

事務事業の
目的・成果

用地管財課

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業

課かい名

基礎情報

施策目標

指標・目標

名称

平成２３年度評価

実績値

改善の内容

改善
時期
（年
度）

④
市
民
協
働

活動量・サービス量の達成状況
⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

平成２４年度計画

事業の改善提案

実績

活動

活動指標の名称

活動対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

事後評価

事業の指
標の達成

状況

活動指標の名称

24

公共用地先行取
得事業特別会計
繰出金に係る事
務

公共用地先行
取得事業特別
会計繰出金

支出に係る事
務の適正処理
率

１００％ １００％ 570,958
公共用地先行
取得事業特別
会計繰出金

支出に係る事
務の適正処理
率

１００％ 471,547
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
維
持

地価公 価格 般の土地取引価格に対 定 予

25 総
地価公示価格の
閲覧に関する事
務

一般の土地取引価格に対
する指標や公共用地取得
価格の算定基準等の目安
とする。

市民・
事業者

定
例
定
型

閲覧及び配
布件数

１００件 １００件 ７０件
地価公示価格の一覧
表の閲覧及び窓口配
布を行いました。

Ａ 閲覧及び配布
件数

１００件 未 高 高 高
現状維

持
なし

予
算
な
し

25

地価公示価格の
閲覧に関する事
務

地価公示価格
の一覧表の閲
覧・窓口配布

閲覧及び配布
件数

１００件 ７０件
地価公示価格
の一覧表の閲
覧・窓口配布

閲覧及び配布
件数

１００件
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

26 総
公共用地の取得
事務

事業課と連携を図ること
により、用地買収事務を
適正に処理する。

土地家
屋等所
有者

税務署
登記所

定
例
定
型

契約締結件
数

５０件 １００件 ４１件

公共用地取得に係る
所有者との買収交
渉、売買契約や嘱託
登記事務等を適切に
処理しました。

Ａ 契約締結件数 １００件

業
務
計
画

未 高 高 高 拡大 なし

予
算
な
し

26
公共用地の取得
事務

税務署との事
前協議（変更
協議を含
む。）

協議回数
必要に応
じた件数

１１回

税務署との事
前協議（変更
協議を含
む。）

協議回数
必要に応
じた件数

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

26
公共用地の取得
事務

土地所有者等
との買収交渉
事務

交渉に要する
人工

４人工 ４人工
土地所有者等
との買収交渉
事務

交渉に要する
人工

６人工
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

26
公共用地の取得 土地売買契約

契約締結件数 ５０件 ４１件
土地売買契約

契約締結件数 １００件
不 必

そ
の
他

不
無 なし

予
算

26
事務 の締結

契約締結件数 ５０件 ４１件
の締結

契約締結件数 １００件 可 要
他
不
可

可
無 なし

な
し

26
公共用地の取得
事務

嘱託登記 嘱託登記件数 ７５件 ６９件 嘱託登記 嘱託登記件数 １５０件
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

26
公共用地の取得
事務

収用証明書等
の発行

発行件数 ６０件 ４５件
収用証明書等
の発行

発行件数 １００件
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

26
公共用地の取得
事務

不動産鑑定士
への業務委託

業務委託件数 １０件 １３件
不動産鑑定士
への業務委託

業務委託件数 １５件
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

27 総
公共用地の取得
に係る補償事務

補償事務事務を適正に処
理する。

土地家
屋等所
有者

税務署
登記所

定
例
定
型

契約締結件
数

３０件 ３０件 １２件

家屋等の支障物件へ
の補償契約の締結や
補償積算業務を適切
に行いました。

Ａ 契約締結件数 ３０件

業
務
計
画

未 高 高 高
現状維

持
なし

予
算
な
し

27
公共用地の取得
に係る補償事務

家屋等の支障
物件への補償
契約の締結

契約締結件数 ３０件 １２件
家屋等の支障
物件への補償
契約の締結

契約締結件数 ３０件

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不

不
可

無 なし

予
算
な
し契約の締結 契約の締結 画

可
し

27
公共用地の取得
に係る補償事務

補償コンサル
タントへの業
務委託

業務委託件数 ５件 ４件
補償コンサル
タントへの業
務委託

業務委託件数 ５件

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

28 総

庁内の公共用地
取得対策の総合
調整に関する事
務

事業課との調整及び用地
買収の計画

事業課

定
例
定
型

連絡調整回
数

１００回 １００回 ８０回

年度計画を策定し、
事業課との調整を図
り、事務を適切に行
いました。

Ａ 連絡調整回数 １００回 未 高 高 高
現状維

持
なし

予
算
な
し

28

庁内の公共用地
取得対策の総合
調整に関する事
務

年度計画を策
定し、事業課
との調整を図
る

連絡調整回数 １００回 ８０回

年度計画を策
定し、事業課
との調整を図
る

連絡調整回数 １００回
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

29 総
土地開発公社に
係る事務

公社との連携を図ること
により、公社の運営を支
援する。

土地開
発公社

定
例
定
型

５年以上保
有土地の経
営健全化指
数

０．１以下 ０．１以下 500,000 0.07

市から公社への運営
資金貸付を受け、公
社の経営健全化の推
進し、事務を適切に
行いました。

Ａ
５年以上保有
土地の経営健
全化指数

０．１以
下

500,000

業
務
計
画

未 中 中 中
現状維

持
維
持

29
土地開発公社に
係る事務

公社の経営健
全化の推進

５年以上保有
土地の経営健
全化指数

０．１以
下

０．０７
公社の経営健
全化の推進

５年以上保有
土地の経営健
全化指数

０．１以
下

業
務
計
画

予
算
な
し
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当該事務事業
全体の決算額

（合計）
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する成果の状況
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の取組
に対す
る分析

財産を適正に管理する

目標値

活動ごとの
決算額

当該事務事業
全体の予算額

（合計）

活動量・サービス量
②
直
営
の

必
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性

①
人
件
費
減

活動
③
成
果

事務事業の
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事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業

課かい名
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施策目標

指標・目標
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平成２３年度評価

実績値

改善の内容

改善
時期
（年
度）

④
市
民
協
働

活動量・サービス量の達成状況
⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

平成２４年度計画

事業の改善提案

実績

活動

活動指標の名称

活動対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

事後評価

事業の指
標の達成

状況

活動指標の名称

30 総
市債償還金に係
る事務

借入金元金の返済
金融機

関

定
例
定
型

支出に係る
事務の適正
処理率

１００％ １００％ １００％ 551,600 １００％

市債償還金に係る事
務を行いました。１
３年度買入分の償還
が完了しました。

Ａ
支出に係る事
務の適正処理
率

１００％ 457,600
維
持

公共用地先行
支出に係 事

公共用地先行
支出に係 事

そ

30
市債償還金に係
る事務

公共用地先行
取得事業特別
会計市債償還
金

支出に係る事
務の適正処理
率

１００％ １００％ 551,600

公共用地先行
取得事業特別
会計市債償還
金

支出に係る事
務の適正処理
率

１００％ 457,600
不
可

必
要

の
他
不
可

不
可

無 なし
維
持

31 総
市債利子に係る
事務

利子の返済
金融機

関

定
例
定
型

支出に係る
事務の適正
処理率

１００％ １００％ １００％ 19,358 １００％

市債利子に係る事務
を行いました。１３
年度借入分の償還が
完了しました。

Ａ
支出に係る事
務の適正処理
率

１００％ 13,947 未 高 高 高
現状維

持
なし

維
持

31
市債利子に係る
事務

公共用地先行
取得事業特別
会計市債利子

支出に係る事
務の適正処理
率

１００％ １００％ 19,358
公共用地先行
取得事業特別
会計市債利子

支出に係る事
務の適正処理
率

１００％ 13,947
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
維
持

32 総
公有財産先行取
得に係る事務

用地の先行取得
土地所
有者

定
例
定
型

用地取得 １００％ １００％ １００％ １００％

公共事業に伴う用地
を先行取得に関する
検討を適切に行いま
した。

Ａ 用地取得 １００％ 未 中 高 高
現状維

持
なし

予
算
な
し

32
公有財産先行取
得に係る事務

公共事業に伴
う用地を先行
取得する

用地取得 １００％ 実績なし
公共事業に伴
う用地を先行
取得する

用地取得 １００％
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

888 総
災害応急対策活

本市域に、地震動・津波
等伴う諸現象による同時
多発的な災害が発生し他 全市民

定
例

災害対策本部運営マ
ニュアルの検証・見
直し及び災害時おけ Ａ 未 高 高 高

現状維
なし

予
算

888 総 動 場合に、被害を軽減し、
応急対策活動を課として
迅速的確に対処する。

等 定
型

る自動車輸送協定に
基づく事業所へ看板
設置しました。

Ａ 未 高 高 高
持

なし
な
し

888
災害応急対策活
動

財務部災害応
急対策活動マ
ニュアル班別
担当分担表に
よる課員への
周知

マニュアルの
検証及び見直
し

年１回 年１回

災害対策本部
運営マニュア
ル班別担当分
担表による課
員への周知

マニュアルの
検証及び見直
し

年１回
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

888
災害応急対策活
動

災害時におけ
る自動車輸送
の協力協定に
基づく応援要
請（災害発生
時）

自動車輸送協
定先への応援
要請

随時 実績なし

災害時におけ
る自動車輸送
の協力協定に
基づく応援要
請（災害発生
時）

自動車輸送協
定先への応援
要請

随時
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

888 総 庁内共通業務

定
例
定
型

270 270

用地対策に伴う、事
務用品等の支出処理
を適切に行いまし
た。

Ａ 280 280

予
算
な
し


